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※　中国政府は、本プロジェクトの有効性を認め、プロジェクト終了後、起業訓練を100都市、信用保証基金 
　を327都市において実施しています。

※　ベトナム政府は、本プロジェクトの成果を活かし、プロジェクト終了後、
　ILOが使用した教材とトレーナーにより、各種訓練を実施しています。

○　過去の ILO／日本マルチ・バイ事業の成果

1　中国における雇用促進プロジェクト（2001（平成13）年度～2004（平成16）年度）
・　中国都市部の失業者（国営企業の民営化による離職者等）の就業支援（起業訓練の実施、信用保証の付与による事業資金融資、事業
　運営支援）を 6 都市において実施。

○　民間機関を活用した技術協力

　ILO を通じた技術協力以外においても、民間機関に以下の事業を委託しています。

・　国際労働関係事業
　諸外国の労働組合関係者、使用者団体関係者等の招へい（研修）、現地セミナーの開催等
により、我が国の労使関係法制や労働事情等に対する理解を深めさせ、労使協調による労使
関係の普及や我が国との良好な関係の構築を推進しています。
　平成 21年度は、招へい（研修）で労働組合関係者を53か国・地域から105人、使用者
団体関係者を20か国から63人招へいしました。
   また、現地セミナーは労働組合関係者を14か国において981人、使用者団体関係者を
6か国において174人を対象に開催しました。

 ・　アジア太平洋地域における人材養成に関する協力
　ASEANの後発加盟国であるカンボジア、ラオス、ミャンマー、ベトナム（CLMV 諸国）に対
する官民の職業能力開発を向上させるための研修のほか、APEC 域内開発途上国において
地域住民に技能を付与するための研修等を実施しています。 

2　女性の雇用機会拡大プロジェクト（2001（平成13）年度～2005（平成17）年度）
・　カンボジア及びベトナムにおいて、貧困削減と雇用機会均等の促進のため、両国政府が行う女性の起業支援、職業訓練等の施策の
　実施を支援。

○　ILO を通じたマルチ・バイ事業は、国際機関の豊富なネットワークと専門知識、ノウハウを活かすとともに加盟国
同士が労使団体を含めて相互に協力し合う仕組みを採ることにより、二国間協力ではカバーできない国々を含め、アジ
ア・太平洋地域の労働分野における諸問題の解決に、幅広くかつ効率的に貢献しています。

★　成果

★　成果

起業訓練受講者
（うち事業計画訓練修了者）

                    14，794人
                    （7，146人）

ベトナム

カンボジア

 

824人 

219人 

 

1，342 人

1，703人

信用保証基金及びローン貸付

貸付対象者

670人

総額

2，765 万元

起業者

4，821人

雇用創出

20，913人

起業・新規
雇用者数

職業訓練により収入増
があった人数  

671人

648人

政府から資金の貸付を
受けた人数  

4，484人 

1，074人 

男女雇用均等を理解
した人数 

男女雇用均等のため
の訓練を受けた政府
職員数 
　　　　 1，520人 
トレーナーとして認
定された職員数 
　　　　 　 210人 
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ＷＨＯとは

ＩＬＯとは

公衆衛生（水道）

　水道は、国や地域を問わず、公衆衛生の向上や生活環境の改善に欠く
ことができない社会基盤であり、人類の生存と発展に重要な役割を果た
すものです。しかしながら、世界では未だ約９億人（2008(平成20)年）
が安全な飲料水の供給を受けられない状況にあり、国連ミレニアム開発
目標（MDGs）では、2015（平成27）年までに安全な飲料水を利用でき
ない人口の割合を半減することが掲げられています。

　また、水道の将来像についての共通認識を目指し、2004( 平成 16)
年 6月に厚生労働省が策定（2008( 平成 20) 年 7月改訂）した「水道
ビジョン」において、長期的な施策目標のキーワードとしている「国際」
の課題に対応するため「水道分野の国際貢献の推進」、「国際調和の推進
等、我が国水道の国際化」を施策としてあげています。

１　水道分野の国際協力
　　我が国の水と衛生分野の援助政策である水と衛生に関する拡大パートナーシップ・イニシアティブ（2006( 平成 18) 年）では、開発途
上国における政府の組織、政策、制度及び情報データの整備や人材育成、整備されたインフラの適切な維持管理・運営のための水道事業
者の能力の向上を重視するとされています。これを実施する手法として技術協力（専門家の派遣、研修員の受入等）が行われています。

２　水道分野の国際協力検討事業及び水道プロジェクト計画作成指導事業
　１）水道分野の国際協力検討事業
　　　水道分野の国際協力の中でも優先的、積極的に支援すべき課題について、開発途上国各国における実情及びニーズの調査分析を
行い、官民協力による国際協力の進め方を検討しています。

　２）水道プロジェクト計画作成指導事業
　　　開発途上国における案件発掘・形成能力の向上に資するために、官民協力による専門的・技術的立場から調査検討を行い、熟度
の高い優良案件となるよう当該国に対する助言指導を実施しています。なお、事業実施に当たっては、民間企業が各々把握してい
る開発途上国の水道分野の個別具体的な課題（施設整備や経営・維持管理）や潜在ニーズに係る情報、日本が有する知見及び技術
を積極的に活用しています。

①専門家の派遣
　各国の水道が、安全で良質な水を継続して供給し続けることがで
きるようにするためには、その国の自然的社会的条件などに適合し
た水道施設を設け、それを管理できる人材を育成し、水源の水質や
施設の特性に応じて適切に管理しなければなりません。
　このような観点から、厚生労働省では、独立行政法人国際協力機
構（JICA）からの依頼を受けて、厚生労働省が水道事業者や関係団
体の協力により、同機構に対し専門家を推薦するという形で水道に
関する専門家の派遣を行っています。

３　水道産業国際展開推進事業
　　開発途上国における安全な水道の確保のために、今後は ODA に
加え、民間企業主体の国際貢献を推進していくことが必要となってい
ます。我が国の官、民のノウハウを活用し、アジア等において信頼性の
高い水道の構築を図りつつ、水道産業の国際展開を支援するため、水
道産業国際展開推進事業を実施しています。

４　国際機関との連携、二国間連携等
　　国際社会における中核的な役割を果たし続けるため、海外の諸機
関と強固な国際的ネットワークを形成するとともに、世界保健機構
（WHO）や国際水協会（IWA）などの国際機関等を通じて各国への知
見の提供や情報交換等を積極的に行っています。また、2008( 平成
20)年 5月に発生した中国四川大地震の際、水道関係団体を通じて、
全国の水道事業体や水道関連企業に応急給水用資機材、飲料水等の
拠出を呼びかけ復旧支援に協力しました。

②研修員受入
　政府開発援助（ODA）は、相手国の自主的な努力を支援し開発を
援助するものです。また、開発途上国との友好関係を築きあげるた
めにも、途上国における「人づくり」が極めて重要であり、かつ効果
が高いといわれています。
　このような観点から、JICA の行う水道技術者集団研修・個別研
修などにより研修員の受入を行っています。

その他、無償資金協力、有償資金協力による水道施設整備も行われています。

国際協力等を通じた水道分野の国際貢献（水道ビジョン）

＜写真：ブラジル国無収水管理プロジェクト＞

状況 施策課題 主要施策

＜写真：2009( 平成 21) 年度水道プロジェクト計画
作成指導事業（ラオス）＞


